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１　はじめに
　工業技術連絡会議物質工学連合部会分析分科会
は、工業技術院傘下の国立研究所と都道府県の公設
試験研究機関で組織されている。年１回分析技術共
同研究として共通試料を配布し、その分析結果を総
合資料としてまとめ、検討会を持つことにより参加
者の分析技術の向上に努めてきた。第４０回分析技
術共同研究検討会は、山形県工業技術センターが会
長県、京都府中小企業総合センターが開催県とな
り、１９９７年１０月３０、３１日に開催された。
Fig. １はその総合資料である。工業技術院長を議
長とする工業技術連絡会議の構成図１）をFig.２に
示す。物質工学連合部会の部会長は物質工学工業技
術研究所長で、直属の９分科会と繊維部会の５分科
会から構成されている。

　分析分科会は、１９５７年（昭和３２年）に東京
工業試験所内に創設された分析センターの業務のひ
とつとして始められたものである。第４０回の会合

分析分科会の歴史と化学分析の意義

                                                   物質工学工業技術研究所
                                                  計測化学部・産学官連携推進センター
                                                                          寺島圀子

を終えたこの機会に、本分科会の活動の歴史をとり
まとめ報告する。まずはじめに分析分科会の生みの
親である分析センターの歴史について述べる。ま
た、その節目節目に化学分析及び分析技術者の評
価・待遇について語られていることは、最近の化学
分析の国際化の流れに対応していく上でも、有意義
な示唆を含んでいると考えられるので記述する。

２　分析センターの歴史

２・１　創設
２・１・１　日本化学会の動き
　Table １に年表を示す２）～２０）。分析センターの構
想は、戦後間もない頃から存在した。東京工業試験
所第５代所長であり１９４８年（昭和２３年）に、
自ら通商産業省に工業技術庁を設置して初代長官と
なった井上春成氏３）（以下敬称略）は、米国のＮＢ
Ｓ（National Bureau of Standardｓ） のような大
研究所を作ろうとした４）。戦後の復興とともに化学
工業界にその要望が大きくなり、１９５３年（昭和
２８年）江上不二夫による日本化学会での「分析化
学中央機関の設置」の提案５）になった。日本化学会
は１９５５年（昭和３０年）４月に井上春成を委員
長として、準備会を作り試案を作成した。これが、
１６学協会の協賛を得たことにより、「分析化学中
央機関の設置」の要請書が日本学術会議に提出され
た６）。日本学術会議で井上春成が趣旨説明をして審
議、採択された後、その年の内に日本学術会議議長
茅誠司により内閣総理大臣鳩山一郎に提出された。
内閣総理府の科学技術行政協議会は、新たに井上春
成を部会長とする分析化学中央機関部会を組織して
これを審議した４）。その結果１９５６年（昭和３１
年）４月に「分析化学中央機関の設置」は必要と結
論され、国立機関として科学技術庁の所管とする内
容が、科学技術行政協議会会長鳩山一郎に報告され
た。Table ２に日本化学会他１６学協会から日本学
術会議に提出された分析化学中央機関の任務の要約
６）を示す。Table ３には内閣総理府科学技術行政
協議会の分析化学中央機関部会の結論６）を示した。
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１９９８．３．６Ｆｉｇ．２ 工業技術連絡会議構成図

北海道ブロック ：北海道通商産業局
東北ブロック ：東北通商産業局
関東甲信越静ブロック：関東通商産業局

地方工業技術連絡会議 東海北陸ブロック ：中部通商産業局
近畿ブロック ：近畿通商産業局
中国ブロック ：中国通商産業局
四国ブロック ：四国通商産業局
九州・沖縄ブロック ：九州通商産業局、沖縄通商産業部

東北工業技術研究所
計量研究所 金型研究会
機械技術研究所 機械分科会 メカトロニクス研究会

総 インテリジェント生産システム研究会
機械・金属連合部会 材料研究会

会 福祉機器研究会
先端評価技術研究会

計測分科会 プラスチック計測技術研究会
オプトメカトロニクス研究会
温度計測研究会

素形材技術分科会 全国公設試県研究機関 東北・北海道地方部会
素形材担当者会議 関東甲信越静地方部会

東海・北陸地方部会
近畿地方部会
中国･四国･九州地方部会

四国工業技術研究所 高分子分科会
大阪工業技術研究所 紙・パルプ分科会
物質工学工業技術研究所 分析分科会

総 木質科学分科会
物質工学連合部会 塗装工学分科会

会 包装分科会 東北・北海道地方部会
画像プロセス分科会 関東甲信越静地方部会
表面技術分科会 東海・北陸地方部会
デザイン分科会 近畿地方部会

運営委員会 中国地方部会
四国地方部会
九州地方部会

デザイン分科会
総 素材・製布分科会

総 会 繊維部会 染色加工分科会
会 縫製技術分科会 関東・東北地方部会

工業技術院長召集 繊維試験法分科会 北陸地方部会
東海地方部会
近畿地方部会
中国・四国・九州地方部会

名古屋工業技術研究所
九州工業技術研究所 東北・北海道地方部会

総 ファインセラミックス分科会 関東甲信越静地方部会
窯業連合部会 窯業技術担当者会議 東海・北陸地方部会

会 陶磁器デザイン担当者会議 近畿地方部会
中国地方部会

中国工業技術研究所 四国地方部会
北海道工業技術研究所 九州地方部会
資源環境技術総合研究所 騒音・振動分科会

総 大気分科会 東北・北海道地方部会
資源環境連合部会 排水・地下水分科会 ＋資源環境シンポジウム 関東甲信越静地方部会

会 産廃・再資源分科会 東海・北陸地方部会
地球環境分科会 近畿地方部会

中国地方部会
四国地方部会
九州地方部会

生命工学工業技術研究所 東北・北海道地方部会
総 関東甲信越静地方部会

生命工学連合部会 中部・近畿地方部会
会 ＋ 人間工学・福祉技術シンポジウム 中国地方部会

ニューバイオ技術研究会 四国地方部会
九州地方部会

電子技術総合研究所
総 コンピュータ応用分科会 コンピュータ利用技術研究会

電子連合部会 音響・振動研究会
会

電磁環境分科会 ＥＭＣ研究会
東北・北海道地方部会

信頼性技術 関東甲信越静地方部会
電子デバイス分科会 研究会 東海・北陸地方部会

薄膜研究会 近畿地方部会
中国・四国地方部会
九州地方部会

公設試験研究機関連絡会議
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Ｔａｂｌｅ １ 年 表

分析分科会 東京工業試験所 工業技術院その他

１９００年 明治３３年 ６月 工業試験所創設（6.2） 職員１５名 農商務省工務局

１９１８年 大正 ７年 東京工業試験所と改称・大阪工業試験所創設

１９４３年 昭和１８年 井上春成 東工試第５部長より第５代所長

１９４８年 ２３年 ８月 工業技術庁（通産省）設置 井上春成 初代長官就任

１９５２年 ２７年 ４月 日本分析化学会発足

８月 工業技術庁から工業技術院に改称（8.1）

１９５３年 ２８年 江上不二夫が分析化学中央機関設置を提案
（日本化学会役員会）

１０月 石村幸四郎 東工試第８代所長
（～昭和３４年１０月）

１９５４年 ２９年 工技院に工業技術連絡会議を設置
化学連合部会（部会長 東工試所長）設置

１９５５年 ３０年 ４月 分析化学中央機関設置への準備委員会（日本化学会）発足
委員長 井上春成（日本輸出プラント技術協会理事長）

９月 日本化学会他１６学協会の協賛による
「分析化学中央機関の設置」の要請書日本学術会議に提出

１０月 日本学術会議にて審議（提案理由説明者 井上春成）採択

１１月 日本学術会議会長（茅誠司）名で内閣総理大臣鳩山一郎に
要請書を提出

内閣総理府科学技術行政協議会が分析化学中央機関部会
（部会長 井上春成）を組織して審議

１９５６年 ３１年 ４月 分析化学中央機関部会長より当該機関設置は必要との結論を
科学技術行政協議会会長鳩山一郎へ報告
（国立機関として科学技術庁の所管とする）

５月 科学技術庁設置
工技院は東工試を分析化学中央機関とする３２年度の予算要求

１９５７年 ３２年 ３月 工業技術協議会（工技院長の諮問機関）に分析技術部会
（部会長 井上春成）を設置
第１回分析技術部会開催
東工試の分析関係業務運営の具体的方針を審議決定

２月～４月 第１回分析技術共同研究
４月 東工試に分析化学中央機関（分析センター）誕生

化学技術相談所の設置・化学連合部会事務局も兼務

６月 第２回化学連合部会（東工試）分析技術研究連絡会設置の提案
準備委員会委員長 神奈川県工業試験所長北嶋三省を選出
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１９５８年 ３３年 ２月 準備委員会で化学連合部会に分析技術研究連絡会設置を決定

２月～４月 第２回分析技術共同研究

６月 第３回化学連合部会（大工試）
分析技術研究連絡会発足委員長に北嶋三省（神奈川工試）を選出
分析技術研究連絡会の主催で分析技術共同研究の実施を決定

１１月～１月 化学連合部会 分析技術研究連絡会
第３回分析技術共同研究

１９６０年 ３５年１１月 第４回分析技術共同研究 (11.1～20)
〃 検討会（11.28 東工試）

１９６１年 ３６年１１月 第５回分析技術共同研究検討会 (11.15 東工試)

１９６２年 ３７年 ３月 分析センター３号館竣工

分析技術研究連絡会を分析分科会と改称 高分子分科会発足
１１月 工業技術連絡会議 化学連合部会 分析分科会

第６回分析技術共同研究検討会 (11.13 東工試)

１９６５年 ４０年 分析センター４号館竣工

１９６７年 ４２年１１月 第１１回分析技術共同研究検討会 (11.14 東工試)
第１回分析技術討論会

１９７６年 ５１年 ７月 分析センターの解消

１９７８年 ５３年１１月 第２２回分析技術共同研究検討会 (11.8 仙台)
第１０回分析技術討論会

１９７９年 ５４年 ９月 筑波移転 化学技術研究所に改称

１１月 第１１回分析技術討論会（11.7東京薬学会館）

１９８０年 ５５年 第２３回分析技術共同研究検討会 (神奈川)
第１２回分析技術討論会

１９８８年 ６３年１０月 化学技術相談所が技術交流推進センターと改称

１９９３年 平成 ５年 １月 四所再編により物質工学工業技術研究所誕生
物質工学連合部会発足（化学連合部会，繊維連合部会，製品科学連合部会併合）

９月 工業技術連絡会議 物質工学連合部会 分析分科会
第３６回分析技術共同研究検討会（9.9 札幌）
第２５回分析技術討論会

１９９６年 ８年１０月 第３９回分析技術共同研究討論会 (10.31 富山)
第２８回分析技術討論会

１９９７年 ９年１０月 第４０回分析技術共同研究討論会 (10.30 京都)
第２９回分析技術討論会

１９９８年 １０年 ４月 技術交流推進センターが産学官連携推進センターと改称
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２・１・２　工業技術院の動き
　工業技術院は１９５７年度の予算要求時に、分析
機関として歴史のある東京工業試験所の分析部門を
強化拡充して、国の分析化学中央機関とするよう、
大阪工業技術試験所と名古屋工業技術試験所の協力
を得て要求４）した。その時の工業技術院の主張の要
約は次のようであった。
１．東京工業試験所は創立当初より分析を業務の重
要部門と　している。又、院長指定重要研究の項目

にも分析の研究が　取り上げられている。
２．要員及び器具機械に長年の蓄積がある。
３．新たに中央機関を作るには、莫大な国費と相当
の年数が　必要であり、人員充足もきわめて困難で
ある。
４．既設の機関を強化拡充した方が国家として得策
である。
　この要求が認められて、１９５７年（昭和３２
年）４月東京工業試験所の分析部門を中心とした分
析化学中央機関・分析センターが誕生した４）７）８）９）。

２・１・３　分析技術部会
　工業技術院は、この重大任務を担うに当たって広
く各界の意見を反映し得るように、院長の諮問機関
である工業技術協議会の中に、井上春成を部会長と
する分析技術部会を設置４）７）した。Fig.４にその
組織図を示す。これは、Table ３の３．（２）の考
えを取り入れたものと考えられる。１９５７年３月
に第１回を開催し、分析センターの運営の具体的方
針が審議された４）７）８）。その大要をTable ４に示
す。この方針を具体化するために東京工業試験所の
組織を全面的に改正して、第１部を化学分析部、新
設の第２部を機器分析部とし、所内の他の部におい
ても業務の範囲内で協力することとした。また、所
内に化学技術相談所を設置７）して各方面からの分
析技術の相談に応じる等分析センターの事務を担当
することとなった。これは、Table ３の備考を考慮
したものと思われる。１２月に開催された第２回分
析技術部会で、「分析業務拡充長期計画」として１
９５７年から１９６０年までの４カ年計画がたてら
れたが、Table ５９）に示すように最終年の１９６
０年までに計画の約半分しか達成できなかった。そ
こで第２期長期計画４）９）１０）１１）１２）が決定され、そ
の後の６年間に分析センター３号館が１９６２年
（昭和３７年）に、４号館が１９６７年（昭和４２
年）に竣工された１３）。
　この過程での井上春成の「分析化学中央機関の設
置」の運動は、産学官に及んでいる。始めに日本化
学会等の代表として日本学術会議に要請書を提出
し、次に内閣総理府の科学技術行政協議会分析技術
中央機関部会長として審議結果を総理大臣に報告し
た。その後東京工業試験所に分析センターが設置さ
れることとなり、各界の意見を聞くための工業技術
院工業技術協議会分析技術部会長に日本輸出プラン
ト技術協会理事長として参画している７）。ＮＢＳの
ような大研究所創設の夢は縮小されたが一応実現し
た。

Ｔａｂｌｅ　２
     分析化学中央機関の任務

１．非常に高価な設備による分析のサービス
２．困難な分析法の確立
３．機器測定に必要な標準試料の作製
４．国家規格原案の作製
５．国際的な資材、製品取引の際の審判分析
６．分析技術者の養成

Ｔａｂｌｅ　３
科学技術行政協議会の分析化学中央機関部会の結論

１．分析化学中央機関の目的
　本機関は、分析に関する近代的設備を備え、理農
工医薬の諸方面にわたる産業ならびに研究の両方面
より要求される分析に対して十分なサービスをする
ことを主なる任務としさらにその任務を達成するた
めに必要な研究を行い、既存の研究機関と緊密な協
力のもとに運営されるものとする。
２．同事業内容
　（１）化学分析に関する基本的研究
　（２）化学測定機器およびその測定法の研究
　（３）化学測定機器の試作
　（４）規格分析法の研究
　（５）標準試料の研究および製造頒布
　（６）測定法および分析法の依頼研究
　（７）依頼測定
　（８）依頼分析
　（９）審判分析
（１０）測定法の研究指導および講習
（１１）分析法の研究指導および講習
（１２）文献の収集整理および調査資料の頒布
（１３）測定および分析に関する相談
　[注] 設備は一般の使用に公開することができる。
３．機　構
（１）国立機関とし科学技術庁の所管とする。
（２）所長の諮問機関として研究協力会議を置く。
（３）所内各部課の構成は次のとおりとする。省略
  備考　関係者の意向の反映および関係試験研究機
　　　関との連絡を図るため適当な機関を設ける。
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２・２　設立１０周年
　東京工業試験所第１２
代所長で１９７０年（昭
和４５年）に工業技術院
長になった太田暢人は
「化学と工業」の「分析セ
ンター設立１０周年を迎
えて」１３）で１０年間の実
績を述べている。又、同
じく「分析センターをめ
ぐって」との題で関係者
の座談会の記事もある。
Fig.４は分析センターの
１０年間の人員・設置機
器金額・機種の推移１４）を
示したものである。当時
としては画期的な恒温恒
湿仕様の３号館には、日

本で１台という高価な機器が数多く入り、１０年目
には４号館も完成して建物と機械設備はほぼ整っ
た。しかし、２００名の職員の予定が新規増員は１
３名しか認められず、従来の職員と合わせて総勢は
９２名であった。仕事内容も研究業務とサービス業
務を半々に行うということで始めたが、１０年後に
は研究業務にウェイトが移っていると述べられてい
る。分析センターの果たした役割として、恒温恒湿
の高度な実験室が他の国立研究所や企業、大学にも
作られるようになったこと、日本の分析機器の生産
が盛んになったこと等が挙げられている。

 Ｔａｂｌｅ　４
　　第１回分析技術部会で審議決定された
　東工試の分析関係業務運営の具体的方針の大要

（１）高度の技術を要する化学分析法、機器分析
法の研究
（２）標準分析法の研究
（３）分析機器の試作の研究
（４）分析法の受託の研究
（５）依頼分析
　ａ）高度の技術を要するもの
　ｂ）審判分析およびこれに準ずるもの
　ｃ）一般工業分析（公設および民間の試験研究
機関を指導し、分析技術の向上を図り、これらの
機関が可及的速やかにこれに応じうる体制の確立
に努める）
（６）分析設備の解放
（７）標準試薬および資料の製造、頒布
（８）分析技術に関する指導普及

Ｔａｂ ｌｅ ５ 分 析業務 拡充長 期計画 と実績

第１次 長期計 画 第２ 次長期 計画
32-35年 度 実 績 36-38年 度
32.12. 6決 定 34.10 .3 0決 定

総 人 員 ２００ 名 ７３ 名 ２ ００名
増 員 １４３ 名 １３ 名 １ ４０名

建 物 １４ ５０坪 １２ ５０坪 １ ２００ 坪
223,19 8千 円 133,43 7千 円 220,0 00千 円

設 備 整 備 531,60 0千 円 239,30 0千 円 337,1 60千 円

特 別 研 究 167,52 0千 円 94,00 0千 円 287,3 88千 円

計 922,31 8千 円 466,73 7千 円 844,5 48千 円
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２・３　終焉
　１９７０年（昭和４５年）頃から日本経済の高度
成長に伴い、産業界の分析部門が次第に拡充強化さ
れた。分析技術も向上し分析値の信頼性や正確さが
より強く要求され、分析センターとしても純物質の
研究（物性データバンク）や標準物質の確立に関す
る研究へと移行していった。しかし、分析センター
の初期の目的は達成されたと考えられ、１９７６年
（昭和５１年）７月東京工業試験所８部制発足とと
もに発展的に解消された１５）。

　　　　　　３　分析分科会の歩み

３・１　化学連合部会４）１６）

　　物質工学連合部会は、１９９３年に化学連合部
会、繊維連合部会及び製品科学連合部会を併合した
ものである。Fig. ２に示すように物質工学連合部
会は工業技術連絡会議の傘下にある。工業技術連絡
会議１６）１７）は、各公設試験研究機関相互並びに国
立試験研究機関との連携及び技術の交流を緊密にし
て、研究能率の向上を図るために、１９５２年（昭
和２７年）度から各地区通産局の下、業種別、地域
別に開催されている。また、工業技術院長を議長と

して会議を主宰すること、次の連絡会
議を設置すること、イ）機械連合部会
　ロ）化学連合部会　ハ）繊維連合部
会　ニ）工芸連合部会　ホ）窯業連合
部会  そして、関係国立試験所の長が
連合部会の議長として会議を主宰する
ことが「工業技術に関する連絡会議の
開催に関する件」に記述されている。
第１回の化学連合部会は東京工業試験
所長が部会長となり、１９５６年（昭
和３１年）１０月に東京工業試験所で
開催された１８）。

３・２　第１回分析技術共同研究
　Table ４の分析センターの具体的方
針の（８）分析技術の指導及び普及の
実行に当たって、東京工業試験所は二
つの方法をとった。一つは分析技術共
同研究、もう一つは分析技術の講習会
の開催を行うことであった。分析技術
共同研究とは、はじめにも述べたが工
業技術院所属の化学関係の各試験所及
び都道府県の公設試験研究機関が、共
通試料を分析しその結果を検討して分
析技術の向上を目指す共同研究である。

第１回分析技術共同研究は、１９５７年（昭和３２
年）２月から４月に行われた。共通試料として火成
岩及び電気亜鉛が２６の参加機関に配布され分析さ
れた。

３・３　分析技術研究連絡会の設置
　国立の分析化学中央機関として、東京工業試験所
の分析センターは、分析技術の向上とサービスを行
うことになった。しかし、国立研究機関だけでは不
十分なので公設試験研究機関の協力を得て、地方の
特色ある産業に即した分析試験は、その地方の試験
機関が行うのが便宜であると思われるので、公設試
験研究機関に地方の分析センターとしての任務を分
担するよう分析技術部会より要請した９）１０）。そこ
で国立研究機関と公設試験研究機関の連絡会とし
て、分析技術研究連絡会の設置が１９５７年６月の
第２回化学連合部会において提案され、そのための
準備委員会の委員長として神奈川県工業試験所長北
嶋三省が選ばれた４）。１９５８年２月に神奈川県工
業試験所で工業技術院調整部業務課長、東京工業試
験所長、第１部長、第２部長、全国各地の化学関係
試験所の代表者等２０名による準備委員会が開か
れ、その設置を可と決議された。１９５８年６月の
第３回化学連合部会で、これが承認され分析技術研
究連絡会の委員長として北嶋三省が選出された４）。
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そこで、分析技術共同研究は、この連絡会の主催で
実施することとなった４）。また、それまで通り東京
工業試験所の化学技術相談所が事務局となった。そ
の頃の連絡組織をFig.５１０）に示す。右側の１２公

設試験

３・４　第４回分析技術共同研究検討会
　第４回分析技術共同研究は、１９６０年１１月１
日から２０日の間に行われた。第３回まではその結
果を集計して、分析技術共同研究資料を作製し、参
加機関に配布していたが、第４回以後は、それにつ
いての検討会が行われるようになった。第４回の検
討会は、１９６０年１１月２８日に東京工業試験所
で開催され、分析に関する講演の後に分析検討会が
もたれた２）。　　

３・５　分析分科会　　
　化学連合部会に高分子分科会が設置されるに伴
い、１９６２年（昭和３７年）に分析技術研究連絡
会を分析分科会と改名したようである。これについ
ては、確かな資料が見つからないが、１９６２年の
第６回分析技術共同研究の総合資料２）で分析分科
会となっていること、工業技術院年報の１９６２年
度版１９）　で化学連合部会分析技術研究連絡会になっ
ており、翌１９６３年度版２０）　での工業技術連絡会
議構成図で化学連合部会に分析分科会と高分子分科
会が入っていることから推察できる。

３・６　分析技術討論会
　第１１回分析技術共同研究検討会より、分析技術
に関する研究発表会を分析技術討論会として始めた
ようである。第１２回総合資料に第２回分析技術討
論会のプログラムが載っているので、第１１回から

同時に開催されたと思われる。

３・７　筑波移転
　筑波移転に伴い１９７９年（昭和５４年）９月、
東京工業試験所から化学技術研究所に所名が変更さ
れたが、化学連合部会分析分科会及び事務局の化学
技術相談所は、そのまま引き継がれた。しかし、こ
の年は移転のために、共通試料による分析技術共同
研究は行えず、分析技術討論会の研究発表のみを
行った。

３・８　化学技術相談所
　１９５７年に東京工業試験所に分析センターが創
設されるに伴い、分析や化学技術に関する相談業務
を行うために、化学技術相談所が設置された４）。ま
た、化学連合部会の部会長が東京工業試験所の所長
であるので、化学技術相談所がその事務局も担当し
た１６）。 そこで、分析センターの業務のひとつとし
て行われた第一回分析技術共同研究は、化学技術相
談所が事務局となって開催された。分析分科会の事
務局は、発足当初から相談所の業務となり、分析セ
ンターが解消された後も、化学連合部会及び分析分
科会の事務局として継続された。筑波移転時もその
まま引き継がれたが、１９８８年（昭和６３年）１
０月に技術交流推進センターと改称された。その
後、１９９８年（平成１０年）４月に再び産学官連
携推進センターと改称された。

３・９　四所再編

Ｆ ｉ ｇ ． ５ 東 京 工 業 試 験 所 と 公 設 試 験 研 究 機 関 と の 連 絡 構 成 図

工 業 技 術 協 議 会
分 析 技 術 部 会 東 京 工 業 試 験 所 日 本 分 析 化 学 会

神 奈 川 県 工 業 試 験 所
北 海 道 立 工 業 試 験 場

工 業 技 術 連 絡 会 議 山 形 県 立 山 形 工 業 試 験 場
化 学 連 合 部 会 東 京 都 立 工 業 奨 励 館
分 析 技 術 研 究 連 絡 会 名 古 屋 市 立 工 業 研 究 所

愛 知 県 工 業 指 導 所
富 山 県 工 業 試 験 場
大 阪 府 立 工 業 奨 励 館
大 阪 市 立 工 業 研 究 所
岡 山 県 工 業 試 験 場
徳 島 県 工 業 試 験 場
宮 崎 県 工 業 試 験 場

公 設 試 験 研 究 機 関 １ ７ ３
（ 内 化 学 連 合 部 会 所 属 ８ ３ ）

研究機関がこの準備委員会に参加した機関と推察
される。１９５８年１１月から１９５９年１月に
実施された第３回分析技術共同研究は、Fig.５の
組織の下で行われた。
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　１９９３年（平成５年）１月に化学技術研究所、
繊維高分子材料研究所、製品科学研究所、微生物工
業技術研究所の四所が再編されて、物質工学工業技
術研究所、生命工学工業技術研究所、産業技術融合
領域研究所の三所が誕生した。これに伴い化学連合
部会も他の２連合部会と併合し、物質工学連合部会
として発足した。分析分科会はそのまま継続され
て、第３６回分析技術共同研究検討会及び第２５回
分析技術討論会が札幌で行われた。

３・１０　会長県及び開催県の輪番制
　Table ６はこれまでの会長機関名と開催機関名で
ある。開催機関については、第２５回までは主に東

京工業試験所と神奈川県工業試験所であったが、第
２６回から第３６回までは全国の可能な機関で行わ
れていた。又、会長機関については、発足当初に会
長県になった神奈川県工業試験所が第３６回までほ
とんど担当してきた。第３７回よりこれらの担当県
を輪番制で行うこととなり、全国をTable ７の６地
区に分けた。会長県は２年間、開催県は１年の任期
とした。始めの第３７、３８回の会長機関について
は、千葉県機械金属試験場が引き受けたが、その後
はTable ７の分担表に従っている。
　また、分析結果の統計処理をするために使用して
いる公設機関番号をTable ８に示す。

Ｔａｂｌｅ ６ 歴代会長機関及び開催機関

回数 年 会長機関 検討会開催機関

１ 1957(S32) 神奈川県工業試験所 東京工業試験所
↓ ↓ ↓ ↓
１１ 1967(S42) 神奈川県工業試験所 東京工業試験所
１２ 68(S43) 同 上 神奈川県工業試験所
１３ 69(S44) 同 上 東京工業試験所
１４ 70(S45) 同 上 神奈川県工業試験所
１５ 71(S46) 同 上 大阪市立工業研究所
１６ 72(S47) 同 上 神奈川県工業試験所
１７ 73(S48) 同 上 同 上
１８ 74(S49) 名古屋市工業研究所 東京工業試験所（川口市）
１９ 75(S50) 同 上 東京工業試験所
２０ 76(S51) 同 上 名古屋市工業研究所
２１ 77(S52) 宮城県工業技術センター 東京工業試験所
２２ 78(S53) 同 上 宮城県工業技術センター

79(S54) 同 上 化学技術研究所（討論会のみ）
２３ 80(S55) 神奈川県工業試験所 神奈川県工業試験所
２４ 81(S56) 同 上 同 上
２５ 82(S57) 同 上 名古屋市工業研究所
２６ 83(S58) 同 上 兵庫県立工業試験場
２７ 84(S59) 同 上 広島県立西部工業技術センター
２８ 85(S60) 同 上 鹿児島県工業試験場
２９ 86(S61) 同 上 静岡県工業技術センター
３０ 87(S62) 同 上 福島県福島工業試験所
３１ 88(S63) 同 上 千葉県機械金属試験場
３２ 89(H 1) 同 上 愛知県工業技術センター
３３ 90(H 2) 同 上 大阪市立工業研究所
３４ 91(H 3) 同 上 新潟県工業技術センター
３５ 92(H 4) 同 上 福岡県工業技術センター
３６ 93(H 5) 同 上 北海道立工業試験場
３７ 94(H 6) 千葉県機械金属試験場 岩手県工業技術センター
３８ 95(H 7) 同 上 栃木県南工業指導所
３９ 96(H 8) 山形県工業技術センター 富山県工業技術センター
４０ 97(H 9) 同 上 京都府中小企業総合センター
４１ 98(H10) 名古屋市工業研究所 高知県工業技術センター
４２ 99(H11) 同 上 大分県産業科学技術センター
４３ 2000(H12)
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Table 7 分析分科会会長機関及び開催機関の地区別分担表

平成 会 長 機 関 地 区 開 催 機 関 地 区

６ 岩手県工業技術センター Ａ
千葉県機械金属試験場 Ｂ

７ 栃木県県南工業指導所 Ｂ

８ 富山県工業技術センター Ｃ

山形県工業技術センター Ａ
９ 京都府中小企業総合センター Ｄ

１０ 高知県工業技術センター Ｅ

名古屋市工業研究所 Ｃ
１１ 大分県産業科学技術センター Ｆ

１２ Ａ
Ｄ

１３ Ｂ

１４ Ｃ
Ｅ

１５ Ｄ

１６ Ｅ
Ｆ

１７ Ｆ

１８ Ａ

Ａ
１９ Ｂ

地区記号：Ａー東北北海道、Ｂー関東、Ｃー東海北陸、
Ｄー近畿、Ｅー中国四国、Ｆー九州

Ａ：北海道、青森、秋田、岩手、山形、宮城、福島

Ｂ：東京、神奈川、埼玉、千葉、茨城、栃木、群馬

Ｃ：新潟、富山、石川、福井、山梨、長野、静岡、愛知、三重、岐阜

Ｄ：滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山

Ｅ：鳥取、島根、岡山、広島、山口、徳島、高知、香川、愛媛

Ｆ：福岡、大分、宮崎、鹿児島、長崎、熊本、佐賀、沖縄
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Ｔａｂｌｅ ８ 分析分科会機関番号
1998.4.30

機関番号 機 関 名 機関番号 機 関 名

01-1 北海道立工業試験場 22-1 富山県工業技術センター・中央研究所
01-2 北海道立地下資源調査所 22-2 富山県薬事研究所
02-1 青森県工業試験場 23-1 石川県工業試験場
02-2 青森県機械金属試験所 23-2 石川県九谷焼試験場
03-1 岩手県工業技術センター 24-1 福井県工業技術センター
04-1 宮城県工業技術センター 25-1 滋賀県東北部工業技術センター
05-1 秋田県工業技術センター 25-2 滋賀県工業技術総合センター
06-1 山形県工業技術センター 26-1 京都府中小企業総合センター
06-2 山形県工業技術ｾﾝﾀｰ･庄内試験場 26-2 京都市工業試験場
07-1 福島県ハイテクプラザ 27-1 奈良県工業技術センター
07-2 福島県ﾊｲﾃｸﾌﾟﾗｻﾞ福島技術支援ｾﾝﾀｰ 28-2 大阪市立工業研究所
07-3 福島県ﾊｲﾃｸﾌﾟﾗｻﾞ会津若松技術支援ｾﾝﾀｰ 29-1 兵庫県立工業技術センター
07-4 福島県ﾊｲﾃｸﾌﾟﾗｻﾞいわき技術支援ｾﾝﾀｰ 30-1 和歌山県工業技術センター
08-1 茨城県工業技術センター 33-1 岡山県工業技術センター
09-1 栃木県工業技術センター 34-1 広島県立西部工業技術センター
09-2 栃木県県南工業指導所 34-2 広島県立東部工業技術センター
10-1 群馬県工業試験場 34-3 広島市工業技術センター
11-1 埼玉県工業技術センター 35-1 山口県工業技術センター
12-1 千葉県工業試験場 36-1 徳島県立工業技術センター
12-2 千葉県機械金属試験場 37-1 香川県工業技術センター
13-1 東京都立産業技術研究所 38-1 愛媛県工業技術センター
14-1 神奈川県産業技術総合研究所 38-4 愛媛県窯業試験場
14-2 神奈川県産業技術総合研究所・川崎 39-1 高知県工業技術センター
14-3 横浜市工業技術支援センター 40-1 福岡県工業技術センター
15-1 新潟県工業技術総合研究所・下越 40-2 福岡県工業技術センター･化学繊維研究所
16-1 長野県工業試験場 40-3 福岡県工業技術センター･機械電子研究所
16-2 長野県精密工業試験場 41-1 佐賀県工業技術センター
16-3 長野県情報技術試験場 42-1 長崎県工業技術センター
17-1 山梨県工業技術センター 43-1 熊本県工業技術センター
18-1 静岡県静岡工業技術センター 44-1 大分県産業科学技術センター
18-2 静岡県富士工業技術センター 45-1 宮崎県工業試験場
18-3 静岡県浜松工業技術センター 46-1 鹿児島県工業技術センター
19-1 愛知県工業技術センター 47-1 沖縄県工業技術センター
19-3 名古屋市工業研究所
19-4 愛知県常滑窯業技術センター
19-5 愛知県瀬戸窯業技術センター
20-1 岐阜県工業技術センター
20-2 岐阜県金属試験場
21-1 三重県工業技術総合研究所
21-2 伊勢市工業指導所
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３・１１　分析技術共同研究試料
　Table ９にこれまでの分析技術共同研究試料とそ
の試料提供所を示す。始めは東京工業試験所が２、
３種類の試料を配布していたようだが、第１３回総
合資料によると公設試験研究機関の要望の多い試料
から２種類を選んで共同研究試料としたと記述され
ている。また、分析技術向上のために同様の試料を
２年続けて配布することとしていた。試料の提供所
は、開催県の企業からの提供あるいは購入が多かっ
た。第３７回から会長県の輪番制を取り入れること
となり、最初の会長県となった千葉県機械金属試験
所が石灰石と水道水の２種類の試料を提供した。水
溶液の試料としては、第１６、１７回に模擬試料水
溶液として配布されている。第３８回から第４０回
までの個体試料は開催県から配布され、水溶液試料
は当研究所が配布した。１９９４年から２回にわ
たって多数の国の国立研究機関による国際的な分析
試験所間比較試験が行われ、我が国から当研究所が
参加している状況にあったので、第３９、４０回分
析分科会においても標準液の比較試験を試みる目的
で混合液を配布した。また、経常研究テーマとして
「化学計測に関する試験所間比較試験の研究」も開
始している。

　　　　　　４　化学分析の意義

４・１　分析センター創設時
　日本学術会議で分析化学中央機関設立の趣旨説明
を井上春成が行っている（２・１参照）が、その冒
頭で化学分析について次のように述べている６）。
「化学における機器測定ならびに化学分析は化学、
物理等の基礎をなす科学であるばかりでなく、医
学、薬学、工学、農学などの各分野にわたってきわ
めて重要な役割をしめ、これが学術、産業ならびに
経済におよぼす影響はきわめて重大なるにもかかわ
らず、本邦においては一般にこれを軽視する傾向が
あることは、科学技術の重大性にかんがみ誠に寒心
にたえない。」
また、「学術会議における審議の速記録より」６）に
は、分析及び分析者について、地味な学問、下積み
の仕事であり、待遇改善のため研究公務員特例法案
が学術会議から提出されていると述べられている。

４・２　６０年史より
　１９６０年に東京工業試験所創設６０年を記念し
て、６０年史４）が編纂された。その中の回顧録に「当
所における労働組合の略史」が石村幸四郎（第８代
所長）、中村敏夫によって記されている。次に一部

抜粋する。「昭和３０年公務員制度調査室から公務
員制度改正案が出され、その後の職階制を基調とす
る人事院新給与制度の勧告となって発展した。研究
職、行政職、技能職等の８種類にわたる給与体系
で、特に分析部門に属する職種は技能職に分類され
て、一段と悪い待遇にる・・・。」
　これは日本の社会全体として研究優先、研究者を
優先する方向に向かったことを示している。結果的
に分析センターも研究優先になっていった。

４・３　分析センター１０周年
　２・２での「１０周年を迎えて」の中で太田暢人
が、「定型的な依頼分析が減少してきたことの一つ
に、依頼分析のみを行っている職員は、いくらその
技術に熟達しても待遇がなかなか良くならないとい
う、現在の公務員の制度にも影響を受けている。」
と述べている。また、「分析センターをめぐって」の
座談会でも分析技術者について、以下のようなこと
が述べられている。「優秀な人材を集めると素朴な
測定サービスは、だんだんできなくなってしまう傾
向がある。」「簡単なデータを出すということには割
り切って考えて、給料を払って測定してくれる人を
たくさん集めたらよいのではないか。」「分析士と
いったような資格を個人に与えて、例えば売買の時
の数値は、分析士の資格を持った者のサインが必要
であるとか、品質管理のＪＩＳマーク工場を工業技
術院で許可する場合、分析士の資格を持った者がそ
の工場に居なければならない等のようにすれば、
徐々に分析技術の評価を高めていくことになるので
はないか。」「機器分析を経験された方々が、ぼつぼ
つ会社を定年でお止めになる時期が近づいているの
で、素朴な測定に対して、処置できる体制が徐々に
できてくると思う。」等々。正確な分析が求められ
るが、そのためには優秀な人が必要。しかしなが
ら、優秀な人は研究の方向へ向かうため、臨時職
員、非常勤職員あるいは技術のある退職者を雇う。
３０年前の状況と現代とが重なって見える。
　１９６７年（昭和４２年）に工業技術院研究職職
員格付選考委員会（いわゆる研能審）が発足して、
試験所でも分析技術だけではなく研究能力が問われ
るようになった。その結果正確に分析値を出す意義
が失われていった。

４・４　国際標準化時代
　グローバルハーモナイゼーションやグローバルス
タンダードの考え方が重視されてきている現在、化
学分析の分野でもFig.６２１）のように他国機関の分
析値を相互承認しているが、まだ日本は入っていな
い。しかし、日本もＩＳＯ（国際標準化機構）規格
へのＪＩＳ（日本工業規格）の整合化や、ＣＣＱＭ
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（国際度量衡委員会物質量諮問委員会）への参加
（日本代表委員として当研究所から出席）、国際的な
分析技術共同研究としての試験所間比較への参加を
進めつつある。それらの活動をもとに国として各国
と相互承認協定を締結しようとしている。そのため
にも国内での化学標準のトレーサビリティの確立と
標準物質の開発・維持に努めなければならない状況
にある。
　分析分科会発足当時は、分析対象濃度がパーセン
トオーダーであったが、分析への要求と分析技術の
進歩に伴いｐｐｍオーダーとなり、さらにはｐｐｂ
～ｐｐｔオーダーになった。現在の分析は、低濃度
の物質による環境への影響を調査するためにナノグ
ラムからピコグラム量の計測を行わなければならな
い。また、標準物質の開発においては、純物質中の
超微量不純物の分析を、科学的根拠のある不確かさ
をつけて値付けするという高度な分析を行わなけれ
ばならず、これらに対応できる優秀な化学分析者が
求められている。

        　　５　結　語

　分析分科会第４０回検討会を終えて、４１年続い
てきたこの活動について驚き、先輩諸兄姉の努力に
敬服している。著者は１９９５年の技術交流推進セ
ンター併任時に、第３８回検討会の事務局を担当し
た。その折り整理した書類の中に総合資料と本報で
引用した７文献があった。文献９,１０,１２は藁
半紙にガリ版刷りであり変質していた。また、総合
資料第７回は欠番であったが、神奈川県産業技術総
合研究所分子工学部の井上隆子氏に、当該研究所に
保存されてあったものをコピーして送って頂いた。
ありがとうございました。
　今後の分析分科会は、国際標準化時代に対応でき
るように、より正確で高度な分析技術の向上と全国
の分析技術の均一化が目的になるであろう。そのた
めの一手段として、試験所間比較試験を実施してい
る。
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　また、分析センターの創設とそれなりの役割を果
たして１９年４ヶ月で解消したことについても、そ
の中にいた著者として感慨深い。しかし、日本学術
会議で、井上春成が「機器測定ならびに化学分析
は、各分野の基礎をなす科学であるにもかかわらず
軽視される傾向にある。」と述べていた状況は、分
析センターが創設されても変わることなく、現在も
あまり変わりない。機器測定や化学分析が研究を進
める上で重要不可欠であるという認識は一致してい
るので、研究者と技術者に優劣をつけることなくお
互いに協力し、より正確な分析値をもとに、よりよ
い研究が行われていければと思う。より正確な値を
追求することは、やり甲斐のあることと考える。
  本報をまとめるに当たり、多くのご指示を頂いた
久保田正明所長に深謝致します。
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